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厚生労働大臣

　舛添要一様

　　　　　　　　　　　　　　強制連行・強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム

　　　　　　　　　　　　　　共同代表　席　占明　（北海道華僑総会）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿平善彦　（浄土真宗本願寺派一乗寺）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古賀清敬　（日本キリスト教会）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　薛　鎭鐵　（在日本大韓民国民団北海道本部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蔡　鴻哲　（在日本朝鮮人総聯合会北海道本部）

要　望　書

　　　　　　　　　　　　　　

　私たち「強制連行・強制労働犠牲者を考える北海道フォーラム」は2003年以来、本願寺札幌別院に置かれてきた101体の強制労働犠牲者の遺骨問題をはじめ、道内に残された遺骨の解決をめざして活動してきた市民団体です。アジア太平洋戦争下で日本に強制連行され強制労働の末、犠牲になった韓国・朝鮮人の遺骨問題を解決するには、遺骨を待つ遺族を探して、遺族に遺骨をお返しすること。その際、なぜ、犠牲になったのか、なぜ今日まで遺骨をお返しできなかったのかを謝罪の言葉とともに説明すること。必要な葬祭料を差し上げることが必要であります。又、歴史の事実を多くの人々と共有し、同じ過ちが繰りかえされない決意が示されるべきでしょう。そのことが、悲しみの中におられたご遺族を慰め、戦争と植民地支配の歴史がつくった日本とアジアの人々との心の乖離を埋め、和解を育てることに繋がります。

　然るに、来る1月22日午後1時から東京都目黒区祐天寺祐光殿で開催される「韓國出身戦没者還送遺骨追悼式」が日本政府の主催で執り行われると聞いていますが、追悼式は一切公開されず、市民の参加はおろか、マスコミの取材すら拒否されると聞きいています。　

　追悼式が非公開で行われる理由は判然としませんが、戦後62年を経ての遺骨返還が、単に遺族への遺骨引渡しにとどまらず、残されてきた戦争の記憶を和解の記憶へと止揚し、新しい人間関係を求めようとするなら、追悼式が公開され、多くの人々の参加を得、マスコミに広く報道してもらうべきであります。日本政府が遺族に述べる「謝罪の言葉」すら公開されない可能性があると聞き及びますと、政府は遺骨返還を通して、和解をつくる意思を持っていないのではないかと疑います。以下のことを強く要請します。

　①　｢追悼式｣を公開し、参加の意思を持つ人々の参加を実現すること。

　②　マスコミの取材を保障し、「追悼式」が国内外に報道されるよう配慮すること。

　③　「追悼式」終了後、政府が進んで記者会見し、今回の遺骨返還内容を伝え、今後の　　

　　　決意を述べられますよう強く要請します。

連絡先　北海道札幌市南区北ノ沢9丁目１５－２２　堀口方　北海道フォーラム事務局

　　　　電話　011-571-5876

